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「図解よくわかる 実践！スマート農業」「よくわかるスマート農業－デジタル化が実現する儲かる農業－」「よくわ
かるスマート水産業」「IoTが切り拓く次世代農業－アグリカルチャー4.0の時代－」「次世代農業ビジネス経営」
（三輪泰史：日刊工業新聞社）、「植物工場経営」（井熊均・三輪泰史：日刊工業新聞社）、「グローバル農業ビジ
ネス」（井熊均・三輪泰史：日刊工業新聞社）、「甦る農業-セミプレミアム農産物と流通改革が農業を救う」（井熊
均・三輪泰史編著：学陽書房）、「図解 次世代農業ビジネス」（井熊均・三輪泰史編著：日刊工業新聞社）等

主な書籍
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沖縄県の農業産出額は約900億円。近年は緩やかな減少傾向。

農業就業人口は、2000年の27.5千人から2025年には9.8千人にまで急減。（25年で約1/3に）

沖縄県独自の品種、栽培環境や沖縄県全体のブランド価値の高さが強み。

他方で、農地面積の制約、大消費地からの距離、自然災害への対策などが課題。

⇒本日はブランド戦略とスマート農業の2点に絞って提言する
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沖縄県の農業の強みと課題（他地域との比較を踏まえた分析）

概要（沖縄県特有の事項を重点的に）

• 亜熱帯・温暖気候による多様な作物生産年間を通
じて生産可能（冬春期に本土の端境期需要を補う
出荷が可能）

• 知名度の高い特産品を多数保有（サトウキビ、パイ
ナップル、島野菜、あぐー豚など）

• 観光との連携（購買意欲が高い観光客へのアプ
ローチ）

• アジア各国への輸出ルート など

強み

• 農地面積の制約
• 大消費地からの遠さ
• 台風などの自然災害 など

課題

出所：内閣府沖縄総合事務局
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沖縄県の特徴を踏まえた
農産物ブランド戦略
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農林水産物ブランドの立ち上げ戦略

アグー豚、石垣牛、パイナップル等が高付加価値ブランドとして地位を確立（沖縄県らしさに直結）

一方で、その他の農産物ではブランド確立が不十分なケースもあり、伸びしろあり

独自の品種、栽培環境による差別化に加え、地域の観光資源との相乗効果や、地域のトップブラ
ンド農林水産物との連携といった、新たな打ち手が効果的。
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＜例＞
アグー豚、あぐー豚

石垣牛
熱帯フルーツ

島野菜（島らっきょうなど）
など

①強み、優位性の見極め

②規格、基準の策定

③ネーミング、ロゴ、パッケージ等の作成

④プロモーション、ファンづくり

品種

栽培・飼育方法

環境配慮

地域ストーリー

コト消費

観光との連携
が有効
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【他県の先進事例】“地域内資源循環型ブランド”が新たなトレンドに

地域のトップブランド農林水産物の残渣を餌や堆肥として活用し、新たな農林水産物を生産する
手法が全国的なトレンドに。

サーキュラーエコノミーとして環境負荷低減に貢献するだけでなく、味や栄養素の向上にも効果を
発揮。

知名度の高いトップブランドとの相乗効果で、新たな商品のブランド価値を引き上げることが可能。
特に、両者を組み合わせた商品やメニューの開発がブランド価値向上に効果的。
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みかんたまご
（愛媛県）

カニ殻堆肥で育てた地場野菜
（京都府、福井県等）

海の桜勘
（鹿児島県）

出所：愛媛県、垂水市、京都府
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沖縄県における“地域内資源循環型ブランド”の可能性

沖縄県内においても、地域内の資源循環を活かしたブランド農林水産物が存在。地域連携でブラ
ンディング、マーケティング戦略を練ることで、さらなる価値訴求が可能。

観光（外食、宿泊、土産物、農業体験等）と連携した取り組みのPR、価値訴求が重要。

“沖縄×サトウキビ”を最終商品でアピールできる好機。（精糖では産地が見えない）
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パイナップルポーク

キビまる豚

もとぶ牛 島野菜×バガス

糖蜜
薬草
紅イモ

脂の低融点
遊離アミノ酸
豚の健康

パイナップ
ル搾りかす

肉質・柔
臭い低

バガス
（サトウキビ
搾りかす）

収量増
環境負荷低減

ビール粕
糖蜜

肉質向上

ほかに、”泡盛の蒸留粕”、“シ
ークヮーサーの搾りかす”など
も有望（研究開発、商品化が
進展）

牛糞
（堆肥）

土壌改良
環境負荷低

減
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沖縄県産農林水産物の“ファン創出”戦略

ブランド価値向上に向け、地域ぐるみでの打ち手が必要。

沖縄県産農林水産物に対するファン（リピーター）創出がポイント。国内有数の観光地というポジシ
ョンを活かし、観光客（インバウンド含む）をファン創出の入り口に。

沖縄観光での飲食⇒お土産⇒都市部での追体験（沖縄料理店、アンテナショップ、インターネット
販売、ふるさと納税など）⇒再度の観光、という好循環がポイント。
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外食

加工食品（お土産）

ふるさと納税

インバウンドを含む観光客へのドアノックツール
ホテル・旅館や外食店との連携により、県産農林水産物を活かしたメニュー
提供（宿泊施設や外食店にとってもメリット大）

土産物としての販売
アンテナショップや企画展での販売
動植物検疫に対応しやすい商品として輸出

リピーター創出
取り組みへの主体的な関与（寄付対象の自治体及び活動を選択）
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スマート農業を活用した次世代農業
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これからの農業の標準形となる“スマート農業”

農業就業人口が急速に減少する中で、これからはスマート農業が標準形に。（＝スマート化、DX
無しには農業生産を維持できない状況）
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「匠の眼」

出所：講演者作成

「匠の頭脳」 「匠の手」

農業用ドローン
（モニタリング用）

衛星リモートセンシング

据え付け型センサー
（気象・土壌）

農機搭載センサー
（収量コンバイン）

ロボット搭載センサー
（収穫ロボット）

人間が見えないモノも見える
（高所からの視点、赤外領域、
農産物や土壌の内部）

作業記録

AI（生成AIを含む）

ビッグデータ解析

経営者、熟練者の
判断

「匠の技」をシステムに移植する
ことで、非熟練者でも高度な判
断が可能に

自動運転農機

農業ロボット

環境制御システム
（植物工場）

農業用ドローン
（作業用）

水田自動給排水バルブ

効率化に加え、人間では困難な
精密作業も可能に
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県内の中小規模圃場で活用可能なスマート農業技術の台頭
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出所：内閣府（左上）、発表者撮影（右上）、農林水産省（下段）
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農業分野におけるAI活用が本格化（事例：農業AIエージェントサービス“V-farmers”）

日本総合研究所などが推進する、生成AI及びAIエージェントを活用し、農業者の技術・ノウハウを
共有・伝達や経営管理業務の効率化に貢献するサービス

V-farmersが農業者の“①先生”“②秘書”“③参謀”となり、儲かる農業、持続可能な農業に貢献

12

出所：株式会社日本総合研究所
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“環境に優しい＝儲かる“の実現に向けたスマート農業の活用法

農業・農村の発展には、事業面、環境面、社会面の３つのサステナビリティの両立が不可欠。

“環境配慮・社会貢献は儲からないが義務だから仕方なくやる”から、資材費高騰やSDGｓへの関
心増加に伴うエシカル消費の台頭で、“SDGｓの取り組みによって儲かる”へ。
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出所：講演者作成
写真：農水省、株式会社DONKEY、一般社団法人セキュアドローン協議会

儲かる農業

環境配慮型
農業

食料安全保障

• 化学肥料削減
ドローン・人工衛星モニタリングによる施
肥適正化、収量コンバイン、可変施肥
装置

• 農薬削減
除草ロボット、アイガモロボット、ドローン
ピンポイント散布、紫外線照射ロボット

資材費低減、
ブランド化（価値伝達、エシカル消費）

資材使用量
削減

資材輸入依存度
低減

取り組みモデル（例）
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スマート農業普及の起爆剤：農業支援サービス
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出所：
農林水産省

農業支援サービスを活用することで、スマート農機を“持たない”“使えない”農業者でもスマート農
業を実践可能に。
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ご清聴ありがとうございました
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